
（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 法務局 府省名 法務省 

事務・事業名 司法書士試験業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  ③. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 1. 概要 

試験申込受付，試験会場の確保，試験運営等の試験実施業務 

2. 根拠法 

司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第６条 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 18,271 千円（物件費） 

事務・事業に係る定員（20 年度） 算出困難 

業務量に関連する指標の実績値 出願者数 32,469 名，会場 50 か所（平成１９年度） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

該当なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

市場化テストの実施を検討したが，趣旨である「経費の削減」につながらないなど，困難な事情がある。 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 

3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

民間委託については，可能であれば実施したいと考え検討したが，現在，司法書士試験は年１回実施して

いるところ，筆記試験の実施日のみ，全国の多数の法務局・地方法務局の応援職員の休日対応により実施し

ているものの，その他の業務は，ごく短期間の繁忙期を除き，全国の法務局・地方法務局において当該試験

関係業務のみを専従で行う職員が存在しない形で実施している等の事情から，市場化テストを実施しても，

市場化テストの趣旨である「経費の削減」にはつながらないと思われるため。 

 

 



（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 法務局 府省名 法務省 

事務・事業名 土地家屋調査士試験業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  ③. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 1. 概要 

試験申込受付，試験会場の確保，試験運営等の試験実施業務 

2. 根拠法 

土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）第６条 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 4,204 千円（物件費） 

事務・事業に係る定員（20 年度） 算出困難 

業務量に関連する指標の実績値 出願者数 7,540 名，会場 ９か所（平成１９年度） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

該当なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

市場化テストの実施を検討したが，趣旨である「経費の削減」につながらないなど，困難な事情がある。 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 

3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 
市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

民間委託については，可能であれば実施したいと考え検討したが，現在，土地家屋調査士試験は年１回実

施しているところ，筆記試験の実施日のみ，全国の多数の法務局・地方法務局の応援職員の休日対応により

実施しているものの，その他の業務は，ごく短期間の繁忙期を除き，全国の法務局・地方法務局において当

該試験関係業務のみを専従で行う職員が存在しない形で実施している等の事情から，市場化テストを実施し

ても，市場化テストの趣旨である「経費の削減」にはつながらないと思われるため。 

 

 











司法書士試験の実施事務について

試験事務の現状

① 司法書士試験については，本年度（平成２０年度），
約３３，０００人から受験申請があり，このうち約１，００
０人が口述試験を受けることとなる見込みである。

② 筆記試験については，法務局・地方法務局（５０か
所）において実施しているところ，実施当日，総務課職
員のほか，監督員として多くの他部門の職員が休日出
勤（振り替え休日あり）して対応している。

③ 口述試験については，法務局（８か所） のみで実施
している。

④ 試験実施事務は，ごく短期間に行われることもあり，
実施する法務局・地方法務局においては，当該事務に
専従する職員はおらず，総務課職員が他の業務の傍
らで行っているのが実情である。

民間委託等について

民間委託（市場化テスト）の実施を検討した場合，以下の問題がある。
① 民間委託費用の確保の困難

地方出先機関の試験事務に係る予算は，試験当日に要する経費のみ措置されていると
ころ，試験の概要②にある方法等により， 小限の費用で実施していることから，市場化
テストを実施する場合に発生する委託費用を捻出することは，極めて困難である。

② 試験実施事務のみの把握の困難
法務局・地方法務局の総務課で行っている試験実施事務（試験当日の監督事務を除
く。）は，試験の概要④にあるように，ごく短期間に行われる事務であって，専従の職員も
なく，他の業務の傍ら行われている事務であるため，当該事務量のみを把握することも，
人数で換算することも困難である。

市場化テストの実施を検討したが，趣旨である「経費の削減」につながらないなど，困難な事情がある。

結 論

組織図

地方出先機関における試験事務

②事前準備

・会場の選定・借用
・賃金監督員の雇用
・掲示物・説明書作成
・監督員説明会
・問題等受領・確認

①受付事務
（窓口・郵送）

・案内書の交付
（4/1から交付）

・申請書の受付
・受験票の発送

③筆記試験実施

・試験監督
・答案用紙の確認・
本省送付

・筆記試験合格発表
（１０／１発表）

⑤ 終合格発表

・合格者の掲示
・合格証書の交付

④口述試験実施
（法務局のみで実施）

・受験票の作成・送付
・試験監督

①5/12～5/23 ④10/14 ⑤11/4

試験の概要

③7/6②試験日まで

※ 日にちは，平成２０年度試験の例による。

法務省民事局
（民事第二課）

法務局
【全国８か所】

（民事行政部総務課）

地方法務局
【全国４２か所】

（総務課）

【地方出先機関】

【本省】



土地家屋調査士試験の実施事務について

試験事務の現状

① 土地家屋調査士試験については，本年度（平成２０
年度），約７，３００人から受験申請があり，このうち約５
００人が口述試験を受けることとなる見込みである。

② 筆記試験については，法務局（８か所）及び那覇地
方法務局の９か所において実施しているところ，実施当
日，総務課職員のほか，監督員として他部門の職員が
休日出勤（振り替え休日あり）して対応している。

③ 口述試験については，法務局（８か所） のみで実施
している。

④ 試験実施事務は，ごく短期間に行われることもあり，
実施する法務局・地方法務局においては，当該事務に
専従する職員はおらず，総務課職員が他の業務の傍
らで行っているのが実情である。

民間委託等について

民間委託（市場化テスト）の実施を検討した場合，以下の問題がある。
① 民間委託費用の確保の困難

地方出先機関の試験事務に係る予算は，試験当日に要する経費のみ措置されていると
ころ，試験の概要②にある方法等により， 小限の費用で実施していることから，市場化
テストを実施する場合に発生する委託費用を捻出することは，極めて困難である。

② 試験実施事務のみの把握の困難
法務局・地方法務局の総務課で行っている試験実施事務（試験当日の監督事務を除
く。）は，試験の概要④にあるように，ごく短期間に行われる事務であって，専従の職員も
なく，他の業務の傍ら行われている事務であるため，当該事務量のみを把握することも，
人数で換算することも困難である。

市場化テストの実施を検討したが，趣旨である「経費の削減」につながらないなど，困難な事情がある。

結 論

組織図

地方出先機関における試験事務

②事前準備

・会場の選定・借用
・賃金監督員の雇用
・掲示物・説明書作成
・監督員説明会
・問題等受領・確認

①受付事務
（窓口・郵送）

・案内書の交付
（5/1から交付）

・申請書の受付
・受験票の発送

③筆記試験実施
（全国９か所で実施）

・試験監督
・答案用紙の確認・
本省送付

・筆記試験合格発表
（10/29合格発表）

⑤ 終合格発表

・合格者の掲示
・合格証書の交付

④口述試験実施
（法務局のみで実施）

・受験票の作成・送付
・試験監督

①6/2～6/13 ④11/10 ⑤12/2

試験の概要

③8/24②試験日まで

※ 日にちは，平成２０年度試験の例による。

法務省民事局
（民事第二課）

法務局
【全国８か所】

（民事行政部総務課）

地方法務局
【那覇局のみ】
※一部業務は４２か所

（総務課）

【地方出先機関】

【本省】

（注） ①の案内書の交付，申請書の受付（窓口），⑤の合格証書の交付の各業務は，すべての法務局・地方法務局（５０か所）において行われている。


	バインダ1.pdf
	①080711様式②（司法書士試験業務）
	②080711様式②（土地家屋調査士試験業務）
	③080711補足資料①（パンフ抜粋）.pdf

	④080711補足資料②（司法書士試験業務）
	⑤080711補足資料③（土地家屋調査士試験業務）

